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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，統一的な定義・基準を設定し，ワーキングプアの規

模とその諸特性について国際比較を行うことである。本研究では，第一に，先進諸国の最低生

活基準と国際比較のためのデータの吟味・検討を行った。これらの検討を土台に,各国のワーキ

ングプアの推計と国際比較を行った。結果，先進諸国のワーキングプアが，若年層，低学歴層，

自営業・不安定就業層，従業員規模が小さい層に集中していることが共通する特徴であること

が明らかとなった。一方で，日本独自の特徴として，中高齢層の女性がワーキングプアに集中

していることが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to compare the working poor in advanced 
countries. Also it is based on a uniform definition. For this purpose, firstly, the minimum 
standards of living in advanced countries are examined. Secondly, microdata in advanced 
countries are examined. As results of this study, the working poor in advance countries 
are most likely to be found among the young, those with a low level of education, those 
in unstable employment, self-employed and those working in a company having few employees. 
On the other hands, the percentage of the working poor is high among the 25-34 and 35-44 
female age groups in Japan, though this is not the case in the other advanced countries. 
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日本 イギリス
用いた基準 生活保護基準 適用額

カナダ アメリカ
用いた基準 LICO基準 公的貧困基準

①中央政府が発表している。
②生活保護制度により設定さ
れている基準である。
③推計に用いたのは，
生活扶助（第1類，第2類）＋
住宅扶助＋教育扶助＋母子加
算＋老齢加算
である。

備考

①中央政府が発表している。
②個人手当＋家族加算を各世
帯の状況に合わせて加算。
③1週間のニードを金額とし
て表示。
④全国一律に設定。
⑤原則として毎年4月に基準
の引き上げ。

①州で基準額が異なるため，
制度的基準は採用しなかっ
た。
②採用したのは統計的最低生
活基準
③所得に対する食料・住居・
衣服費合計の課税前所得に対
する平均比率の20％超のライ
ン。
④課税前の所得に適用されて
いる。

①州により基準額が異なるた
め，制度的基準は採用しな
かった。
②採用したのは統計的最低生
活基準
③エンゲル方式を採用してい
る。
④食料費の占める割合(エン
ゲル係数)は33.3％
⑤課税前の所得に適用されて
いる。

備考

 
１．研究開始当初の背景 

 グローバリゼーションの進展と，それにと
もなう社会的・経済的格差の拡大を背景に， 

近年，働きながらもその所得が最低生活水準
に満たない層である「ワーキングプア(The 
Working Poor，以下ワーキングプアと記す)」
の存在が注目されるようになってきた。現在，
日本には公的な貧困統計が無く，その規模が
どの程度になるのかということは分かって
いない。それゆえに，これらの層に対する有
効な施策を実行することが出来ない状態に
あると言える。研究者レベルにおいても，実
際にワーキングプア層の規模がどの程度に
なるのかといったことは，その定義が困難な
こともあり，厳密には分かっていない。また，
ワーキングプアは，労働市場で活動する層で
あり，かつ，貧困層である。統計的には，失
業，就業といった労働市場での活動は，個人
単位で測定され，一方で，貧困は，世帯所得
を基準として測定される。現在，出版物等で
提供されている集計データ(個人の労働市場
での活動と世帯の所得がリンクしていない)

では，ワーキングプアを捉えることは困難で
ある。 

 本研究では，国内と海外の先進諸国のマイ
クロデータ(個票データ)を用いて，統一的な
定義・基準を設定し，ワーキングプアの規模
とその諸特性について国際比較をおこなう。
その際，先進国であること，マイクロデータ
が提供されていること，そして，ワーキング
プア問題と特に関係の強い最低賃金政策と
の関連から，地域別最低賃金が設定されてい
る国，全国一律の最低賃金が設定されている
国を選ぶ。このような条件を満たす国として，
アメリカ・イギリス(ともに全国一律の最低賃
金がある)，カナダ・日本(ともに地域別の最
低賃金)がある。 

 

２．研究の目的 

 海外で実施されている労働市場政策・社会
保障政策を考慮に入れ，得られた集計・分析
結果からワーキングプア層の規模とその増
減，そしてその要因を明らかにし，ワーキン
グプア問題に対して実施されるべき施策に
関する提言を行うことを目的とする。また，
ワーキングプアの増大は国際競争力低下の
要因となるという指摘もなされている。その
現象の把握という目的も本研究にはある。 

 

３．研究の方法 

 本研究の方法は，具体的には次のようにな
る。それは，第一に，各国のワーキングプア
を推計・国際比較するための，統一的な定義
の設定であり，第二に，各国の最低生活基準
の検討であり，第三に，各国のデータの検討
である。 

 以下，研究の方法に関して，研究のフェー
ズごとに順に説明を行っていく。 
 
(１)統一的なワーキングプア定義の設定 
 まず，国際比較のためには，ワーキングプ
アの定義を統一する必要がある。ワーキング
プアを「通常（3 ヶ月以上）労働市場で活動
した（働いた・求職活動した）が貧困世帯に
属する個人」とした。 
 
(２)各国の最低生活基準の検討 
 当該個人が貧困世帯に属するか否かを，各
国の最低生活基準と当該個人が属する世帯
の世帯所得との比較から判断する。この処置
を行うために，各国の最低生活水準の吟味・
検討を行った。検討の方法として，制度面か
ら検討を行う方法と統計的側面から検討を
行う方法があり，各国とも両面から検討を行
った。 
 吟味・検討の結果，日本については生活保
護 基 準 ，イ ギ リス につ い ては 適 用額
(Applicable Amount)を用いることとした。
カナダ・アメリカについては，州レベルで実
施されている公的扶助制度が多々あり，実際
にそれらの組み合わせを適用することが困
難であるため，統計的に設定されている最低
生活基準，具体的には，カナダについては
LICO(Low Income Cutoff)基準，アメリカに
つ い て は ， 公 的 貧 困 基 準 (Poverty 
Thresholds)を用いることとした。なお，こ
れらの基準が課税前の基準であるのか，それ
とも，課税後の基準なのかも，基準を用いる
際の判断材料とした。各国の最低生活基準に
ついて，概要を表 1に示している。 
 
表 1 各国の最低生活基準(内容一部抜粋) 

 
 
(３)利用データの検討と申請 
 「通常（三ヶ月以上）労働市場で活動(就
業・求職)したが貧困世帯に属する個人」と
いう本研究のワーキングプアの定義を鑑み



イギリス

用いたデータ General Houhold Survey 

提供元 UK DATA ARCHIVE

標本規模 約2万2千(人，2002年)

申請方法

①インターネットを通じて利用を申請

②所属・連絡先・研究計画等を記載

③データはWebsiteからダウンロードでき
る。

カナダ

用いたデータ
Survey of Labour and Income Dynamics

(SLID PUMF)
提供元 Statistics Canada

標本規模 約5万6千(人，2002年)

申請方法

①インターネットを通じて利用を申請

②利用契約書をカナダ統計局と交わす

③データ・利用契約書は郵送される

④適切な利用がなされているかを当局側が
判断するため，推計，計算結果をカナダ統
計局に送り，チェックを受ける必要があ
る。

アメリカ

用いたデータ
Integrated Public Use Microdata Series-

CPS
(IPUMS=CPS)

提供元 Minnesota Population Center
標本規模 約21万（人，2002年）

申請方法

①インターネットを通じて利用を申請

②所属・連絡先・研究計画を記載

③データはWebsiteからダウンロード。変数
ごとにダウンロードできる。

ると，利用データに，世帯所得，個人の労働
市場での活動状態，個人の労働市場での活動
期間が備わっていなければならない。この点
を基礎にして，各国のデータで利用できるも
のは何かを検討し，利用できるものであれば
それを申請した。上記三つの変数が備わって
いるデータとして，イギリスには General 
Household Survey マイクロデータ，カナダに
は Survey of Labour and Income Dynamics
マイクロデータ，アメリカには IPUMS－CPS
マイクロデータがあった。利用可能である，
また，各国のワーキングプアの推計に耐えう
るこれらのデータの利用申請を行った。 
 なお，日本については，一橋大学経済研究
所附属社会科学統計情報研究センターで提
供している『就業構造基本調査』(1992・
1997・2002 年)の秘匿処理済ミクロデータに
よる「日本のワーキング・プアの推計」(申
請者：岩井浩，共同利用者：村上雅俊)の成
果をもとにした。各国のマイクロデータの概
要は表２のようになる。 

 
表２ マイクロデータ概要(一部抜粋) 

 

  

 
 

 

 
 

(４)各国のワーキングプア推計と比較 
 各国の最低生活水準を各国のマイクロデ
ータに当てはめて，貧困世帯の推計を行った。
最後に，貧困世帯に属する世帯員個々人が，
フルタイムの学生でなく，労働市場での活動

している（三ヶ月以上働くか求職活動を行っ
た）場合，それらの層をワーキングプアとし
た。そして各属性別(性別，年齢別，雇用形
態別，従業員規模別)に集計し，国際比較を
行った。 
 上記は，①統一したワーキングプアの定
義・基準を策定し，それによって国際比較が
可能なようにデータを加工・提示し，各国の
ワーキングプアの特徴を捉えるという点，②
である。出版物・ウェブサイトで提供されて
いる集計データのみでは捉えきることの出
来なかった社会・経済諸現象を，マイクロデ
ータの利用によって明らかにすることがで
きる，すなわち，海外のマイクロデータの積
極的利用という点，そして何よりも，労働と
貧困の関係を，政府のマイクロデータを用い
て，国際比較も含めて，明らかにするという
点で意義がある。 
 
(５)研究体制・研究協力者からの支援 
①所属機関・学会の研究員・研究者からの助
言 
 ワーキングプアの推計の方法，推計結果に
ついて，適宜，所属機関・所属学会に属する
研究員・研究者からの助言を受けた。なお，
カナダの推計結果については，データの申請
ならびに利用方法に関して，カナダ統計局ア
カウントエグゼクティブの Joanne Hans より
種々のアドバイスを受けることができた。 
 
②研究成果の外部発信 
 得られた研究成果は，各国のワーキングプ
アに関する基礎データの提供という性格を
も併せ持つ。そのため，研究成果を学会報告
し，雑誌へ投稿するのみならず，研究成果に
関する情報は，村上雅俊(研究代表者)のホー
ムページを通じて積極的に外部に発信した。 
 
４．研究成果 
 研究期間中に得られた成果を，年度ごとに
示し，最後に，研究機関を通じた成果のまと
めと今後の課題について述べることとする。 
 
(１)2009 年度の成果 
 各国(カナダ，アメリカ)のマイクロデータ
および関連諸制度(最低生活基準)の検討を
行った。検討の結果，カナダのマイクロデー
タは申請と受理に時間を要し，カナダの最低
生活基準が州ごとで多様であることが分か
った。また，カナダの「労働力調査」がカナ
ダのワーキングプアの推計に不十分な調査
であることが分かった。これらを踏まえ，カ
ナダ統計局にマイクロデータ(SLID)の利用
申請を行った。実際に受理までに時間を要し
た。受理までに，ワーキングプアの規定を再
考し，日本のワーキングプアの再推計を行っ
た。第二に，カナダ統計局より SLID を受理
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男女計 男性 女性

男女計 男性 女性 男女計 男性 女性 男女計 男性 女性 男女計 男性 女性
総数 6.2 5.2 7.5 7.3 8.1 6.4 10.3 10.4 10.1 5.9 5.4 6.6
16(日本は15歳)～24歳 6.2 6.2 6.2 7.7 8.6 6.8 17.5 17.8 17.2 11.2 9.6 13.0
25～34歳 5.0 4.0 6.5 5.7 6.2 5.1 10.1 9.9 10.3 7.1 6.3 8.1
35～44歳 6.4 4.7 8.6 8.3 9.1 7.3 9.7 10.0 9.4 5.7 5.3 6.1
45～54歳 5.4 5.0 6.0 7.8 8.6 6.9 7.9 7.9 7.9 3.8 3.8 3.8
55～64歳 6.3 5.2 8.0 7.2 8.4 5.6 11.0 11.4 10.4 3.6 3.5 3.8
65歳以上 10.8 8.9 13.8 5.3 5.9 4.3 12.1 11.7 12.9 3.0 2.2 4.0

日本 アメリカカナダイギリス

し，カナダのワーキングプアの規模を推計し
た。メタデータで利用可能であると表示され
ている変数が，マイクロデータに含まれない
場合があることが分かった。最後に，日本と
カナダのワーキングプアの比較を行った。カ
ナダのワーキングプアの推計結果を論文に
掲載する際に，カナダ統計局のチェックを受
けた。日加比較の結果，ワーキングプアが，
若年・高齢層に集中していること，自営業・
不安定就業層に集中していること，従業員規
模が小さい層に集中していることが，日本と
カナダで共通する特徴であることが明らか
となった。一方で，カナダでは女性よりも男
性にワーキングプアが集中していること，日
本の中高齢層女性にワーキングプアは集中
しているがカナダではそうなっていないこ
と等も明らかとなった。以上のように，今年
度は，日加のワーキングプアに関する基礎デ
ータの提供，ならびにその特徴の分析による
政策的インプリケーションの提示，海外のマ
イクロデータ利用とその展開に関して指摘
を行った。 
 
(２) 2010 年度の成果 
 海外でのワークショップまたはカンファ
レンスでの研究成果の報告，海外の査読付き
ジャーナルへの投稿を行った。具体的には，
中国，アメリカで学会報告を行った。加えて，
査読付きジャーナルの査読を通過した。この
ように，国内のみならず海外の専門家から評
価を得て，国内，あるいは，文献研究で十分
に捉え切れていない部分について補足を行
うことが出来た。第二に国内の学会での報告
ならびに雑誌への投稿を行った。一つは，ワ
ーキングプアの日加比較とその特徴につい
ての研究成果を国内の学会で報告し，また雑
誌へ投稿した。もう一つはワーキングプア推
計に必要となる変数ならびにマイクロデー
タについて，雑誌へ投稿した。 
 また，アメリカ・イギリスの推計結果を加
えて，ワーキングプアについて各国で共通す
る事柄，各国で異なる事柄を明らかにできた。
それは，各国とも，若年層の失業・就労貧困
率[＝ワーキングプア÷(ワーキングプア＋
非ワーキングプア)]が高いこと，ただし，性
別では，日本とアメリカにおいて，男性より
も女性の失業・就労貧困率が高いのに対し，
イギリスやカナダでは女性よりも男性の失
業・就労貧困率が高率になっていることが明
らかとなった。また，日本やカナダでは高齢
層の失業・就労貧困率が高率であるが，イギ
リス・アメリカでは他の年齢層よりも低くな
っていることも明らかとなった。 
 学歴別比較では，各国とも学歴が低いほど
失業・就労貧困率が高くなることが明らかと
なった。就業形態別では，各国とも，就業形
態がフルタイムか否かで，失業・就労貧困率

に大きな差が出ることが明らかとなった。 
(３) 研究期間を通じた成果と課題 
 以下順に，研究機関を通じて明らかになっ
たことを簡潔にまとめ，そして，今後の課題
について述べることとする。 
 
① 研究期間を通じて得られた研究成果 
 2009年度と2010年度を通じた研究の結果，
先進諸国のワーキングプアが，若年に集中し
ていること(表３を参照)，低学歴層に集中し
ていること，自営業・不安定就業層に集中し
ていること（図１を参照），従業員規模が小
さい層に集中していること（図２を参照），
またそれらは各国で共通する特徴であるこ
とが明らかとなった。一方で，他の先進諸国
と日本とで異なる特徴として，中高齢層の女
性がワーキングプアに集中していることが
あげられる。同時にこの結果は，日本におい
て，中高齢層女性への労働市場施策・貧困施
策が必要であることを示唆している。 
 
表３ 年齢別のワーキングプア（抜粋） 

 

図 1 就業形態別のワーキングプア 
 

図２ 従業員規模別のワーキングプア 
 



②今後の課題 
 残された研究課題は，以下となる。研究成
果の発表の中で，次の諸点に関して指摘を受
け，それを明らかにすることが今後の課題と
なった。 
 第一に，ワーキングプアを世帯員構成の点
（世帯員の働き方<フルタイム・パートタイ
ムの世帯内部での組み合わせなど>）から見
ることである。過去の労働市場，特に日本が
そうであったように，男性が主な稼得者とし
て存在し，女性は家計補助的な役割を担って
きた。現在のワーキングプアの急増の背景に
は，このような伝統的な家計モデルが変化し
たことは影響していないか。それを捉えるた
めには，世帯内部の男女の働き方を捉える必
要がある。 
 そして第二の課題は，ワーキングプアに陥
る要因を，計量的な手法を用いてに明らかに
することである。これまでの研究成果により，
ワーキングプアとそうでない層を分けるこ
とが可能になった。ワーキングプアである場
合を１とし，そうでない場合を０として，そ
れに影響する種々の要因，例えば低賃金，学
歴，不安定就業，世帯内の要扶養家族の多尐
を説明変数として導入し分析するなどが考
えられる。 
 以上は，これまでの研究期間の中での研究
成果の発表から新たに生まれた研究課題で
ある。 
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